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○真岡市工業用地有効利用促進事業費補助金交付要綱 

平成25年４月１日 

告示第81号 

改正 平成26年８月１日告示第98号 

平成30年１月11日告示第３号 

令和５年３月16日告示39号 

（趣旨） 

第１条 真岡市工業用地有効利用促進事業費補助金（以下「補助金」という。）については、

真岡市補助金等交付規則（昭和43年規則第２号）に定めるほか、この要綱の定めるとこ

ろによる。 

（目的） 

第２条 真岡市は、工業用地への企業立地を推進することにより、地域産業の振興及び就業

の場の確保を図るため、工業用地有効利用促進事業を行う者に対し、予算の範囲内におい

て補助金を交付するものとする。 

（定義） 

第３条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

(1) 工業用地有効利用促進事業 工場跡地を取得し、事業所を新設又は増設する事業 

(2) 工場跡地 従前は、工場等の用に供されており、現在は操業されておらず、更地又

は工場等が残存している工業用地及び遊休化又は未利用の工業用地 

(3) 事業所 事業の用に供するために直接必要な施設 

(4) 投下固定資産総額 地方税法（昭和25年法律第226号）第341条及び法人税法施行令

（昭和40年政令第97号）第13条に規定する固定資産及び減価償却費の取得額の合計 

（補助対象者及び補助の要件） 

第４条 補助の対象となる者は、次に掲げる要件のすべてを満たす工業用地有効利用促進業

を行う者とする。 

(1) 真岡第１工業団地、真岡第２工業団地、真岡第３工業団地、真岡第４工業団地、真

岡第５工業団地、大和田産業団地及び真岡商工タウンの工場跡地を取得してから３年以

内に事業所の操業を開始すること。 

(2) 取得する用地面積が、1,000m２以上であること。 

(3) 投下固定資産に係る事業計画について事前協議を行い、市長の承認を受けること。 
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(4) 固定資産税等を完納していること。 

(5) 次の雇用者要件を満たしていること。 

ア 投下固定資産の総額が５億円以下の場合は、５人以上の新規雇用 

イ 投下固定資産の総額が５億円超の場合は、10人以上の新規雇用 

２ 前項の規定にかかわらず、工業用地有効利用促進事業を行う者以外の者が用地を取得し

た場合においては、工業用地有効利用促進事業を行う者と用地を取得した者とを合わせて

前項の要件を満たすと認められるときは、両者を補助対象者とする。 

（補助金額等） 

第５条 補助の対象は、工業用地有効利用促進事業に要した経費のうち、投下固定資産総額

の固定資産税等相当額とする。 

２ 補助金の交付は、１企業１億円を限度として３年以内とする。ただし、前条第２項の規

定に該当する場合には、企業立地促進事業を行う者と用地を取得した者とを合わせて１億

円を限度とし、１億円を超えた場合には、両者の固定資産税等相当額を按分して補助金額

を決するものとする。 

（補助事業の期間） 

第６条 補助事業の期間は、令和５年４月１日から令和10年３月３１日までの５年間とす

る。ただし、この期間に工場跡地を取得した場合は、当該補助金の終期までとする。 

（事前協議） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者は、原則として、補助金交付初年度の前年度の９

月末日までに事業計画の概要について、市長と協議するものとする。 

（交付の申請） 

第８条 補助金の交付を受けようとする者は、真岡市工業用地有効利用促進事業費補助金交

付申請書（別記様式第１号）に工業用地有効利用促進事業調書（別記様式第２号）を添付

し、市長に申請しなければならない。 

（その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか必要な事項については、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成25年４月１日から施行する。 

改正文（平成26年告示第98号）抄 

平成26年８月１日から適用する。 

改正文（平成30年告示第３号）抄 
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平成30年４月１日から適用する。 

令和５年４月１日から適用する。
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別記様式第１号（第８条関係） 

別記様式第２号（第８条関係） 

 


